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給与支払者が法人の場合、法人番号
を、個人事業主の場合、個人番号を
記載してください。 

なお、個人番号を記載する場合、左
側 1 文字を空欄にしてください。 

 
他市区町村分を含めた全従業員の
人数を記載してください。 

 

給与支払報告書について応答する者の氏名、所属
課、係名及びその電話番号を記載してください。 

 

各市区町村に提出する分の人数のう
ち、退職者の人数を記載してくださ
い。 

2 給与支払者の個人番号又は法人番号 

 

14 受給者総人員 

 

16 普通徴収対象者（退職者） 

 

8 連絡者の係及び氏名並びに電話番号 

 

 
各市区町村に提出する分の人数を
記載してください。 

18 報告人員の合計 

 

 

これまで特別徴収をされていたことがある
場合、指定番号を記載してください。 

２ については、支払金額等により、以下のどちらかを使用してください。 

      ・オレンジ（3枚組）：支払金額が法人役員で 150万円、一般の受給者で 500万円を超える者 

      ・グリーン（2枚組）：上記オレンジ対象者以外 

源泉徴収票は、受給者本人に交付してください。オレンジの場合、本人交付用と税務署提出用があるのでご注意ください。 

記載例 

※ 提出が遅れると従業員への課税や各種証明書の発行が遅れてしまいます
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

。 

 給与支払報告書等作成上の注意  
年の途中で退職した方の給与支払報告書の作成も必要となります。 

普通徴収切替理由に該当する（特別徴収ができない）場合、作成してください。（別紙参照） 

館山市へ報告する従業員が全員特別徴収の場合は、普通徴収切替理由書の作成・提出は不要です。 

 作成書類  

 

 提出期限  

 給与支払報告書（総括表）の記載のポイント 

令和 5年 1月 31日

（木）必着 

提出先：館山市役所 税務課 市民税係 

給与支払報告書（総 括 表）・・・ 1枚 (副本不要) 

給与支払報告書（個人別明細書）・・・ 受給者 1人につき 1 枚 (副本不要) 

下記の１・２・３ （ ３ については、該当する場合 ）の書類を作成し、ご提出ください。 

普通徴収切替理由書 ・・・ 1枚 

整理番号 
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詳細な記載方法は、税務署で配布している「給与所得者の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の 

手引」（国税庁のＨＰからもダウンロードできます。）を御覧ください。 

特に注意する点については以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② 
③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑬ 

⑨ 

⑩ 

⑯ 

 給与支払報告書（個人別明細書）の記載のポイント 

各番号の記載すべき事項は、３ページを参照 

⑧ 

⑫ 

⑪ 

⑮ ⑭ 

⑰ 
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記載欄名 記載すべき事項 

①  住 所 令和 5年 1月 1日（中途退職者は、退職時）現在の住所又は居所を記載してください。 

② 個 人 番 号 受給者の個人番号を記載して下さい。 

③ 氏 名 必ずフリガナを記載してください。 

④ 給与所得控除後

の金額 

（調整控除後） 

給与所得控除後の給与等の金額を記載してください。 

なお、所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を控除した後の金額

を記載してください。 

⑤ （ 摘 要 ） 〇 他社分（前職分の加算額）の支払金額、源泉徴収税額、社会保険料の金額及び支払者 

前職分を加算した場合は、必ず記載してください。 

〇 普通徴収（個人払い）の場合は、普通徴収切替理由書に記載されている符号（普Ａ～普Ｆ） 

〇 合計所得金額が 1,000 万円を超える受給者で、同一生計配偶者が障害、特別障害又は同居

特別障害の対象となる同一生計配偶者の氏名 

氏名の後に「（同配）」を記載してください。 〔例〕「（1）氏名（同配）」 

〇 扶養親族又は 16歳未満の扶養親族が 5人以上いる場合は、5人目以降の氏名と続柄 

氏名の前に括弧書きの数字、氏名の後に「（続柄）」、非居住者である場合には「（非居住者）」

を記載してください。 〔例〕「（2）氏名（弟）（非居住者）」 

16歳未満の場合は、氏名（続柄）の後に「（年少）」と記載してください。 

  〔例〕「（3）氏名（子）（年少）」 

※ 5人未満の場合は、⑦「控除対象扶養親族」欄又は⑧「16歳未満の扶養親族」欄に 

記載してください。 

〇 租税条約に該当する場合は、「租税条約〇〇条該当」と記載してください。 

⑥ 生命保険料の 

金 額 の 内 訳 

令和 4年 1月 1日～令和 4年 12月 31日に支払った各保険料の金額を記載してください。控

除額ではありませんので、ご注意ください。 

⑦ （源泉・特別）

控除対象配偶者 

控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者（年末調整の適用を受けていない場

合は、源泉控除対象配偶者）の氏名、フリガナ及び個人番号を記載してください。また、控除

対象配偶者が非居住者である場合には、区分の欄に「○」を付してください。 

⑧ 基礎控除の額 「給与所得者の基礎控除申告書」から転記してください。 

ただし、基礎控除の額が４８万円の場合は、転記する必要はありません。 

⑨ 所得金額調整控

除額 

所得金額調整控除の適用がある場合には、その額を記載してください。 

⑩ 控 除 対 象 

扶 養 親 族 

扶養控除の対象となる扶養親族の氏名（続柄）、フリガナ及び個人番号を記載してください。

また、控除対象扶養親族が非居住者である場合には、区分の欄に「○」を付してください。 

⑪ 1 6 歳 未 満 の 

扶 養 親 族 

16 歳未満の扶養親族の氏名（続柄）、フリガナ及び個人番号を記載してください。また、   

16歳未満の扶養親族が非居住者である場合には、区分の欄に「○」を付してください。 

⑫ 5 人目以降の 

控除対象扶養 

親族の個人番号 

「（摘要）」欄に記載した、5人目以降の扶養親族の個人番号を記載してください。この場合、

個人番号の前には、「（摘要）」欄において氏名の前に記載した括弧書きの数字を付し、「（摘要）」

欄に記載した氏名との対応関係が分かるようにしてください。 〔例〕「（1）876543210987」 

⑬ 5 人目以降の 

1 6 歳 未 満 の 

扶 養 親 族 の 

個 人 番 号 

「（摘要）」欄に記載した、5人目以降の 16歳未満の扶養親族の個人番号を記載してください。

この場合、個人番号の前には、「（摘要）」欄において氏名の前に記載した括弧書きの数字を付

し、「（摘要）」欄に記載した氏名との対応関係が分かるようにしてください。 

〔例〕「（3）654321098765」 

⑭ 未成年者から勤

労学生の各欄 

受給者について該当する事項がある場合に○を付してください。 

⑮ 中途就・退職 年の中途で就職や退職（死亡退職含む）した方については「中途就・退職」の該当欄に「○」

を付し、その年月日を記載してください。 
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記載欄名 記載すべき事項 

⑯ 元号 受給者の生年月日の元号を漢字「明治」「大正」「昭和」「平成」又は「令和」で記載してく

ださい。 

⑰ 給 与 支 払 者 給与支払者の住所又は所在地、氏名又は名称、電話番号および個人番号または法人番号を記

載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

□ 郵送の場合 

   個人事業主の番号確認書類（写し）及び身元確認書類（写し）を同封し、ご提出ください。 

□ 窓口の場合 （ご提出にいらっしゃる方によって必要書類が異なりますので、ご注意ください。） 
➢ 個人事業主（本人）が提出する場合 

  個人事業主（本人）の番号確認書類及び身元確認書類をご提示ください。 

➢ 個人事業主に頼まれた方（使者）が提出する場合 

  個人事業主の番号確認書類（写し可）及び身元確認書類（写し可）をご提示ください。 

   ※「使者」とは、個人事業主本人の代わりに作成済みの書類を持参して提出する方です。 

➢ 個人事業主の代理人（税理士など）が提出する場合 

個人事業主の番号確認書類（写し可）、代理権の確認ができる書類（税務代理権限証書や委任状、 

館山市総括表（プレ印字済み）など）及び代理人の身元確認書類をご提示ください。 

提出時の必要書類について 

用
語
説
明 

(1) 源泉控除対象配偶者：合計所得金額が 900 万円以下の受給者と生計を一にする合計所得金額が 95 万円以下の配偶者。 

(2) 同一生計配偶者： 受給者と生計を一にする合計所得金額 48 万円以下の配偶者。 

(3) 控除対象配偶者： 同一生計配偶者のうち合計所得金額が 1,000 万円以下の受給者の配偶者。 

 

 

 

個人事業主の方が給与支払報告書を提出する際には、総括表に記載された個人事業主（本人）の個人番号の 

確認と身元確認を行うため、次の書類の提示または添付が必要となります。 

個人事業主のみなさまへ 

□ 個人番号カードをお持ちの方 
     個人番号カード 1枚で番号確認（裏面）と身元確認（表面）ができます。 

□ 個人番号カードをお持ちでない方 

     番号確認書類 … 通知カード（記載された氏名、住所などが住民票に記載されている

内容と一致している場合に限ります。）や個人番号が記載された住民

票の写しなど。 

        ＋ 

     身元確認書類 … 運転免許証、パスポート、公的医療保険の被保険者証、 

館山市総括表（プレ印字済み）、ほか顔写真付きの身分証明書など。 

※ 個人別明細書に記載された従業員の方の個人番号の確認と身元確認は、事業主の方が行うこととされているため、 

従業員の方の番号確認書類及び身元確認書類の提出は必要ありません。 

※「給与支払報告書」は、個人番号を記載しますが、本人に交付する「源泉徴収票」には記載しませんので注意してください。 

番号確認、本人確認へのご協力をお願いいたします。 


